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 If the period around 2006 is regarded as the first wave of attempts to create jobs utilizing ICT, the present can 
be regarded as the second wave. While there were signs of this movement in the Tohoku region during the first 
wave, this trend did not necessarily continue and it did not develop as programs of municipalities. The following 
point can be pointed out as the cause of this result: these movements evolved into only welfare programs for 
providing employment support for people with disabilities and they did not lead to regional economic development. 
From the viewpoint of integrating welfare employment measures and economic development measures in 
municipalities, there is a need for cross-cutting, multi-field efforts that lead people who have difficulties finding jobs 
to employment in municipalities.
























　また、2012 年 4 月から、就労継続支援 A 型および
B 型が、利用日数に制限のあったそれまでの「施設外
支援」の枠ではなく、在宅において利用する場合の支






たが、2018 年 4 月の報酬改定で、事業所負担でヘルパー
















質問紙調査を実施した（2016 年及び 2017 年）。









































　東北地域は 2016 年 9 月～ 10 月、中国・四国地域は





高かった（東北 60.0％、中国 54.2％、四国 45.2％）。
それぞれの地域を比較してみると、東北地域は 6 割が





い割合であった（中国 54. １％、四国 58.1％）。（図 2）。
　事業形態（複数回答）は就労支援事業所でみていく
と、3 地域とも就労継続支援 B 型が一番高い割合と
なっており、東北・四国地域は約 8 割という結果で
あった（東北 78.0％、中国 60.4％、四国 80.6％）。就
労移行支援事業は東北地域が他の地域より高い割合で
あった（東北 26.0％、中国 16.7％、四国 9.7％）。就労
継続支援 A 型は中国・四国地域が約 3 割に対し、東
北地域は 1 割強という結果であった（東北 12.0％、中
国 29.2％、四国 29.0％）（図 3）。
表 1　ヒアリング調査実施先一覧
所在地 事業所名 被調査者 実施日
1 宮城県仙台市
仙台市障害者バーチャル

































東北地域 107 50 46.7
中国地域 113 48 42.5
































































検討あり 11.1% 7.7% 13.0%
検討なし 83.3% 92.3% 87.0%




検討あり 34.0% 22.9% 38.7%
検討なし 64.0% 75.0% 61.3%












































　さらに、2017 年 11 月には、一般就労を目指してい
た身体障害のある利用者の 1 人が在宅勤務に結び付















ニーが 1988 年に設立され、2018 年 4 月 1 日現在、従
業員 177 名の内障害のある人たち 42 名（重度障がい



















知りたい 46.0% 20.8% 29.0%
どちらともいえない 42.0% 66.7% 67.7%
知りたくない 6.0% 8.3% 3.2%














ロージョブステーションが、2012 年 11 月に多機能型













房が 2012 年に、サスケ IT サービス株式会社を 2015
年に設立し、在宅就労支援も含む支援を始め、現在で
は、四国 4 県（愛媛県、香川県、高知県　徳島県）に
おいて就労継続支援 A 型を 7 事業所で展開するに至っ
ている。さらに、2018 年 11 月に、愛媛県の新居浜事
業所で就労移行支援事業も開設された 5。
　徳島県では、徳島市に 1999 年 4 月に創設し，2002
年 1 月に特定非営利活動法人として認証された JCI 
Teleworkers' Network の活動が注目される。2018 年
4 月、日本ユニシス株式会社が子会社として設立した








は、2010 年から IT を活用し、在宅就労支援を成人支
援施設の就労移行支援事業における在宅訓練と福祉セ
ンターの在宅就業支援事業において実施している。そ






















































































法人えひめ ICT チャレンジド事業組合」（以下 e-ICA
という）がある。e-ICA は、印刷・ICT は在宅という













かったことから、施行された同じ年の 2013 年に 13 団
























































































東北地域の約 4 倍、中国地域の 8 倍となっている。ま




























































　2006 年前後が ICT を活用した仕事の創出を見出そ
うとする第 1 の波の時期であるならば、現在はその第




































































ワーク」（全障テレネット）が、2017 年 8 月 9 日に、
障害の重い人などが在宅就労中に訪問介護サービスを
利用できない制度の見直しを求め、厚生労働省に要望
書を提出している（福祉新聞　2017 年 8 月 29 日付）。
2　ヒアリング調査（2016 年 2 月 2 日実施）
3　ヒアリング調査（2016 年 1 月 25 日実施）
4　ヒアリング調査（2017 年 3 月 1 日及び 2018 年 3
月 23 日実施）
5　ヒアリング調査（2018 年 3 月 24 日実施）








































































福祉学部紀要　第 20 巻　37 − 46
東北地域における障害のある人たちの ICT（情報通信技術）を活用した仕事と在宅就労の可能性−東北、中国及び四国地域の障害者就労支援事業所等調査を通して−
